
モビリティ・エネリンク構想1)と
水素大動脈構想2)の連携ご提案

2026年8月

一般社団法人 水素バリューチェーン推進協議会

1) エネルギーの自律性向上に向けた“3C”「つくる」「つなぐ」「つかう」
2) エネルギー・経済安全保障、ＧＸに向けた水素の「つくる」「はこぶ」「つかう」
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JH2A概要と政策提言



2

JH2A設立の背景

課 題

水素の需要創出1

技術革新によるコスト削減２

事業者に対する資金供給３

水素社会構築を加速させるための課題

輸送機器、発電等のエネルギー、
化学・鉄鋼等の非エネルギー

技術革新による製造、輸送、貯蔵等の
コスト削減

需要拡大とコスト削減を同時に
推進するために必要

上記３点の課題を解決するために、横断的な団体としてJH2Aを設立
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JH2A概要

目的
サプライチェーン全体を俯瞰し、業界横断的かつオープンな組織として、社会実装プロジェクトの

実現を通じ、早期に水素社会を構築する

団体名 一般社団法人水素バリューチェーン推進協議会（略称：JH2A）

共同会長

佐藤 恒治 トヨタ自動車㈱ 副会長

國部 毅 ㈱三井住友フィナンシャルグループ 名誉顧問

牧野 明次 岩谷産業㈱ 代表取締役会長

設立 2022年4月1日

理事会員

Asahi Kasei Corp., Iwatani Corp., INPEX Corp., ENEOS Corp., 

会員 534社・団体 (2026年7月1日時点)

27
社・団体
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JH2A政策提言 5/28高市首相に手交



5

JH2A政策提言 5/28高市首相に手交
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水素大動脈構想実現に向けた取り組み
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水素大動脈構想を進める背景

出典 ： 九州大学 佐々木教授 俯瞰図を元にJH2A作成

提供：トヨタ自動車株式会社、川崎重工業株式会社

既存燃料と水素代替時のコスト比較代替可能
水素価格帯 

円/Nm3

石炭代替

天然ガス代替

ガソリン代替

軽油代替

100

50

モビリティ
（乗用車）

製 鉄

化 学

発 電
30

需要量

2030年政府目標CIF

70

モビリティ
（商用車）

代
替
し
や
す
い

～～

各種キャリヤによる水素輸入等

• モビリティ分野を起点に、早期に経済性のあるスモールサクセスを確立

• 他セクターにおいても、海外からの水素の大規模輸送等を通じ、水素社会の実現に向けた活動を加速させたい

水素供給

産業用途*

* 地域密着型の産業・熱需要等、
モビリティとの連携を想定
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産業の広がり 
つくる～つかう 分野で水素産業を拡張

支 え る JH2A水素ファンド 政府・省庁 重点地域等補助金

つくる

発 電
水素混焼発電

データセンター

水素でバックアップ電源

水素船「まほろば」

水素で走る観光船

水素輸送

船・パイプラインで大量輸送

移動式充填車
現場で直接水素充填

貯蔵モジュール

必要な場所へ水素を

はこぶ（つなぐ）

水蒸気改質プラント

天然ガス・メタノールから水素を作る

副生水素（苛性ソーダ）

化学工場から生まれる
低炭素水素

水電解プラント

再エネから水素を作る

水素ハイブリッド電車

水素で走る電車

農業・建設

静かでクリーンな自動化現場

海外水素（輸入）

つかう

幹線輸送の水素トラック活用

• 大動脈ステーションを基点に “つくる”～“つかう”の分野で水素産業を拡張

提供：三菱化工機株式会社、旭化成株式会社、NEDO、川崎重工業株式会社、岩谷産業株式会社、NTTアノードエナジー株式会社、トヨタ自動車株式会社、株式会社クボタ、東日本旅客鉄道株式会社
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水素トラックの活用
日本自動車工業会との連携

提供： 日本自動車工業会



水素社会の進展に伴うエネファーム・純水素型燃料電池普及シナリオ（概観）

CO₂フリーの発電・給湯設備

【水素ready機器】
分散型ベース電源の役割

【再エネの地産地消】

エネファーム

純水素型燃料電池

早期導入フェーズ
【非常用での実績作り】

国内外における普及フェーズ
【カーボンフリー化への貢献（常用）】

①高効率給湯器+レジリエンス性
②太陽光発電との親和性・補完性が高い
③都心部などの狭小設置への対応

コア技術の
活用

バックアップに限らずピークカット等で分散実装
海外：コージェネ機能も活かした創エネ省エネ
国内：海外事例も逆輸入し、都市型データセンター実装

省エネ・DR貢献（再エネインフラ）
水素コジェネ需要の先行創出

普及台数（業界）58万台
年間10万トン以上の水素活用

エネファーム

通信非常用 タイムシフト コジェネ活用

都市型データセンター（※）

（※）

海外
競争力強化

参照元：総務省様

冷熱連携（空調利用）

純水素型燃料電池

マンチェスター
（NEDO） 自社PoC

ドイツ、UK
コンテナライズ
（G-south）
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産業用途例１） 
定置分散燃料電池による水素利活用モデル

提供：パナソニックホールディングス
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提供： 川崎重工業

産業用途例２） 
モビリティ・エネリンク構想との連携
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「水素大動脈構想」の今後の取組み

自治体・各団体（自工会等）との連携

• 自治体・日本自動車工業会と連携し、大動脈を支えるステーション建設の推進

• ステーションを核とした産業の広がりを創出

J H 2 A参加企業と連携した活動の拡張

政府・省庁と連携した活動の推進

• 国土交通省の政策と連携、陸・海・空モビリティの需要創出と拠点整備による「水素大動脈」を構築

• 経済産業省主催の「水素大動脈構想実現会議」を通じ、官民一体で水素社会実現に向けた取り組みを推進

• モビリティセクターをトップバッターとし、「発電」「化学」「製鉄」等の他のセクターの活動につなげる

• JH2A会員企業一体となり、民間の覚悟として水素需要の創出に取り組む ＝ 水素1％調達宣言の推進

1

2

3
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モビリティ・エネリンク構想/
水素大動脈構想

実現に向けた課題とご提案
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産業の広がりに向けた課題 と 対応

分類 課題 対応ご提案・要望

つくる

はこぶ

(つなぐ)

<海外からの大規模水素調達>

• 国際輸送船の3国間（製造・運
行・受入国）での安全ルール承
認手続き

• 【短期】3国間協議の審査項目・標準期間の明確化や手続きの簡素
化・迅速化の支援。

• 【中長期】IMO（国際海事機関）における液化水素、メチルシクロ
ヘキサン運搬船の恒久ルールの整備。

<国内での大量・低コスト輸送>

• パイプライン網の構築

• 水素需要の面的な広がり（GX戦略地域制度との連携等）に向けて
将来の需要家集積を見越した、港湾計画段階からの共用水素導管
ルートの確保。

• 導管敷設に必要となる港湾用地・共同溝・臨港道路等の公共イン
フラを港湾整備として先行的・一体的に整備。

つかう <水素トラックの活用>

• オフテイカーの確保

• 水素利用コストの低減

• 事業者間でのトラックシェアリングなどの新スキーム

• 高速道路料金等の優遇、税制（自動車税、自動車重量税）の優遇

→詳細次ページ参照



ST事業の不採算

FC車両が少ない

運送事業の不採算
（TCOディーゼルパリティ）

水素価格が高い
（仕入れ、販価）

FC車両が使い難い

FC車の仕様制約

水素STが少ない

建設・運営費が高額

事業性確保に向け さまざまな課題に同時に対処する必要性

ST整備を促進する事業環境の整備
⇒ST適地（SA・IC近傍等）の用地確保
⇒建設費・運営費の十分な支援
⇒建設の中長期計画

使い方に応じた使い易い車両の提供
⇒ユーザーとの車両企画すり合わせ
（荷室や航続距離、床高さ）

⇒車両・水素パッケージリース

TCO* ディーゼルパリティ以下の実現 *Total Cost of Ownership

⇒水素価格への十分な支援
⇒高速道路料金の優遇、優先休憩スペース提供などのインセンティブ
⇒税制（自動車税、自動車重量税）の優遇

FC車両が高価

車両保有の負担低減
⇒車両購入への十分な支援
⇒事業者間で車両をシェア、稼働率を向上する
仕組み

水素需要が不足
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水素トラック活用に向けた課題 と 対応
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